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第４節 農地等の転用及び転用目的の権利移動の許可基準 

 

法第 4 条第 1 項の規定による農地の転用許可及び法第 5 条第 1 項の規定に

よる農地等の転用のための権利移動の許可に係る審査基準は、法第 4 条第 6

項及び法第 5 条第 2 項の規定によるほか、次によるものとする。 

なお、以下、法第 4 条第 1 項の規定による農地の転用許可の場合は、「農地

等」は「農地」と読み替えるものとする。 

 

第１ 概 要 

 

農地等の転用に関する許可基準は、 

① 農地等をその営農条件及び周辺の市街地化の状況からみて区分し、その区

分に応じて許可の可否を判断する基準（立地基準）と、  

② 農地等の転用の確実性や周辺農地への被害の防除措置の妥当性などを審

査する基準（一般基準）とに大別され、両方の基準を満たす場合に許可さ

れる。 

 

第２ 立地基準 

 

１ 農用地区域内の農地 

(１) 定 義 

農振法第 8 条第 2 項第 1 号に規定する農用地区域内にある農地等（法第

4 条第 6 項第 1 号イ）、（法第 5 条第 2 項第 1 号イ）  

(２) 許可方針 

原則として許可しない。 

ただし、転用行為が次のアからウのいずれかに該当する場合には、許可

することができる。 

ア 土地収用法（昭和 26 年法律第 219 号）第 26 条第 1 項の規定による告示

（他の法律の規定による告示とみなされるものを含む。以下「告示等」
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という。）に係る事業の用に供する場合（法第 4 条第 6 項ただし書）、（法

第 5 条第 2 項ただし書） 

イ 農振法第 8 条第 4 項に規定する農用地利用計画において指定された用

途に供する場合（法第 4 条第 6 項ただし書）、（法第 5 条第 2 項ただし書） 

ウ 次の(ア)及び(イ)の要件を満たす一時転用の場合（施行令第 4 条第 1 項

第 1 号）、（施行令第 11 条第 1 項第 1 号） 

(ア ) 仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するために行うもの

であって、当該利用の目的を達成する上で当該農地等を供することが

必要であると認められること。 

(イ) 農振法第 8 条第 1 項又は第 9 条第 1 項の規定により定められた農

業振興地域整備計画（以下、単に「農業振興地域整備計画」という。）

の達成に支障を及ぼすおそれがないと認められ ること。 

①「仮設工作物の設置その他の一時的な利用」とは、一時的に、資材置場、

土砂置場、駐車場、飯場、道路、イベント会場、法面等太陽光発電設備、

営農型発電設備など農地等への原状回復が容易にできる施設に供するため

農地等を利用することをいう。 

なお、農地改良行為（農地を改良する目的で行う農地の区画形質を変更

する行為）のうち、建設工事残土、廃棄物により盛土されるなど、土砂を

捨てることが主目的と解される場合は、「仮設工作物の設置その他の一時的

な利用」に含まれるものとする。 

② 「一時的な利用」の期間は、申請に係る目的を達成できる必要最小限の期

間であり、農業振興地域整備計画の達成に支障を及ぼさないようにするた

め、3 年以内の期間に限定するものとする。 

ただし、「農地の区画や形質を変更することなくイベント会場等として一

時的に利用する場合の農地転用の取扱いについて（技術的助言）（令和 4 年

3 月 31 日付け 3 農振第 2869 号農村振興局長通知）」の規定により、農地を

その区画や形質を変更することなく短期間で利用し、当該利用が終了した

後、直ちに当該農地を耕作の目的に供することが可能であることが明らか

な場合は、この限りではない。 

なお、営農型太陽光発電設備又は養殖池において、次の場合は 10 年以内
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の期間とする。 

ア 営農型太陽光発電設備の場合（(ア)又は（イ）に該当する場合） 

(ア）認定農業者等担い手が自ら所有する農地又は賃借権その他の使用収

益権を有する農地等を利用する場合 

(イ）荒廃農地を再生利用する場合 

イ 養殖池の場合（(ア)から(オ)までの全てに該当する場合） 

(ア) 当該転用の目的が、農地を養殖池に一時転用して、内水面における

水産動植物の養殖の事業を行うものであること。 

(イ）養殖池とするために施工する工事が、必要最小限のものであり、か

つ、簡易な土地の掘削又は盛土等容易に農地に復元し得る程度のもの

であること。なお、コンクリートの打設等を行うことは、容易に農地

に復元し得る程度の工事であるとは認められない。 

(ウ）当該申請に係る事業者が、次に掲げる事項を内容とする協定（以下

「協定」という。）を市町村と締結し、又は締結することが確実と認め

られること。 

a 養殖池の利用及び管理に関する事項 

b 周辺農地等の農業上の利用の確保に関する事項 

c 地域の農業とのかかわりに関する事項 

d 養殖池の利用の廃止及び原状回復に関する事項 

e その他必要な事項 

(エ）「人・農地問題解決加速化支援事業実施要綱」（平成 24 年 2 月 8 日

付け 23 経営第 2955 号農林水産事務次官通知）第 2 の人・農地プラン

において、当該申請に係る土地について、地域の農業において中心的

な役割を果たすことが見込まれる農業者に対し権利の移転又は設定を

行うことが具体的に計画されていないこと。 

(オ）当該申請に係る事業者が法第 51 条第１項各号のいずれにも該当し

ていないこと。 

③ 「当該利用の目的を達成する上で当該農地等を利用することが必要であ

ると認められる」とは、申請に係る農地等に代えて周辺の他の土地では、

当該申請に係る事業の目的を達成することができない （他の土地での代替
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可能性がない）と認められる場合であって、かつ、利用の目的が当該農地

等を農地等として利用することと比較して優先すべきものであると認めら

れる場合をいう。 
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２ 第１種農地  

(１) 定 義 

１の農用地区域内の農地に該当しない農地等であって、次のアからウの

いずれかの要件を満たすことにより良好な営農条件を備えている農地等と

判断されるもの。（法第 4 条第 6 項第 1 号ロ）、（法第 5 条第 2 項第 1 号ロ） 

ただし、第１種農地の要件に該当する場合であっても甲種農地の要件に

該当するものは甲種農地、第２種農地（市街化２種のみ）又は第３種農地

の要件に該当するものは第２種農地又は第３種農地として区分される。 

ア おおむね 10 ヘクタール以上の規模の一団の農地等の区域内にある農地

等（施行令第 5 条第 1 号）、（施行令第 12 条第 1 号） 

イ 土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）第 2 条第 2 項に規定する土地改

良事業又はこれに準ずる事業で、次の(ア)及び(イ)の要件を満たす事業

（以下「特定土地改良事業」という。）の施行に係る区域内にある農地等

（施行令第 5 条第 2 号）、（施行令第 12 条第 2 号） 

(ア) 次のａからｅのいずれかに該当する事業（主として農地等の災害防

止を目的とするものを除く。）であること。（施行規則第 40 条第 1 号） 

ａ 農業用用排水施設の新設又は変更 

ｂ 区画整理 

ｃ 農地等の造成（昭和 35 年度以前の年度にその工事に着手した開墾

建設工事を除く。） 

ｄ 埋立て又は干拓 

ｅ 客土、暗きょ排水その他の農地等の改良又は保全のために必要な事

業 

(イ) 次のａからｄのいずれかに該当する事業であること。（施行規則第

40 条第 2 号） 

ａ 国又は地方公共団体が行う事業 

ｂ 国又は地方公共団体が直接又は間接に経費の全部又は一部につき

補助その他の助成を行う事業 

ｃ 農業改良資金助成法（昭和 31 年法律第 102 号）に基づき地方公共
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団体から資金の貸付けを受けて行う事業 

ｄ 株式会社日本政策金融公庫から資金の貸付けを受けて行う事業  

ウ 傾斜、土性その他の自然的条件からみてその近傍の標準的な農地等を超

える生産をあげることができると認められる農地等（施行令第 5 条第 3

号）、（施行令第 12 条第 3 号） 

① 「一団の農地等」とは、その農地等が山林、宅地、河川、高速自動車道等

農業機械が横断することができない土地により囲まれた集団的に存在する

状態をいう。「一団の農地等」を優良農地等と位置付けているのは、農地等

がまとまって存在することによって、農業機械による営農が可能になり、

労働生産性が高まること、農道等の維持管理や防除作業を効率的に行うこ

とができること等、スケールメリットが活かせることによる。なお、具体

的には、次のように判断するものとする。 

ア 農業用道路、農業用用排水施設、防風林等により分断されている場合や

農業用施設等が点在している場合であっても、実際に、農業機械が容易

に横断し又は迂回することができ、一体として利用することに支障があ

ると認められない場合には、一団の農地等として取り扱う。なお、「農業

用道路、農業用用排水施設、防風林等」には、道路法上の道路や河川で

あっても、農業機械が容易に横断できるなど農作業に支障がないものを

含む。また、「農業用施設等が点在している場合」については、農業用ハ

ウス等の農業用施設のほか、農家住宅等が点在している場合も含む。 

イ 傾斜、土性その他の自然的条件からみて効率的な営農を行うことができ

ず、一体として利用することに支障があると認められる場合には、一団

の農地として取り扱わない。例えば、段々畑のような傾斜地や谷地田の

農地等の集団と、平坦地の農地等の集団が連続して一団の農地等を形成

している場合には、両者の間でスケールメリットを活かすことは困難と

考えられることから、それぞれ別の「一団の農地等」と判断する。 

ただし、傾斜地の農地の集団に農道が整備されており、かつ、ほ場の

傾斜が農業機械を効率的に利用するのに支障がないと認められる場合に

は、両者の間でスケールメリットを活かすことは可能と考えられるため、

同じ「一団の農地等」と判断する。  



- 30 - 

ウ 「容易に横断することができる」か否かについては、道路については交

通量や農業機械が容易に乗り入れし、横断することができる構造か等に

より判断する。具体的には、「容易に横断し又は迂回」できない道路とは

次のものとする。 

(ア）片側 2 車線の道路 

(イ)片側 1 車線の道路のうち、中央分離帯又は高低差等により、道路の

両側の農地等を一体として利用することに支障があると認められるも

の 

エ 「迂回することができる」か否かについては、「一団の農地」の内部に

数メートルの段差があっても、段差の周囲に農業機械が容易に迂回でき

る道路が存在するかにより判断する。 

オ 複数の地目（田、畑、果樹園）や土地改良事業を実施している農地と実

施していない農地が混在している場合であっても「一団の農地等」とし

て取り扱う。 

② 「特定土地改良事業の施行に係る区域内にある農地等」とは補助金その他

の助成による工事費を投じて区画整理された区域内の農地等をさす。した

がって、実際の工事等が行われていなくても、事業の施行区域内の農地等

は第１種農地として区分する。 

③ 「農業用用排水施設の新設又は変更」の事業については、一般的に受益地

が広範囲に及ぶため、当該事業による農地等への改良効果、農地等の位置、

周辺の土地利用状況などから、見るべき改良効果の表れていない生産力の

低い孤立した農地等は、第１種農地とは取り扱わないものとする。 

(２) 許可方針 

原則として許可しない。 

ただし、転用行為が次のアからコのいずれかに該当する場合には、許可

することができる。 

ア 土地収用法第 26 条第１項の規定による告示等に係る事業の用に供する

場合（法第 4 条第 62 項ただし書）、（法第 5 条第 2 項ただし書） 

イ 仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するために行うものであ
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って、当該利用の目的を達成する上で当該農地等を供することが必要で

あると認められる場合（施行令第 4 条第 1 項第 2 号柱書（同項第 1 号イ

を引用））、（施行令第 11 条第 1 項第 2 号柱書 （同項第 1 号イを引用）) 

④ 「仮設工作物の設置その他の一時的な利用」については、１①のとおり。 

⑤ 「一時的な利用」の期間は、申請に係る目的を達成できる必要最小限の期

間であり、5 年以内の期間に限定するものとする。 

⑥ 「当該利用の目的を達成する上で当該農地等を供することが必要である

と認められる」は、１③のとおり。 

ウ 農業用施設、農畜産物処理加工施設、農畜産物販売施設に供する場合（施

行令第 4 条第 1 項第 2 号イ）、（施行令第 11 条第 1 項第 2 号イ） 

⑦ 「農業用施設」には、農道、農業用用排水路、農業用ため池、耕地防風林

等農地等の保全又は利用上必要な施設、畜舎、温室、植物工場、農産物集

出荷施設、農産物貯蔵施設等農畜産物の生産、集荷、 乾燥、調製、貯蔵、

出荷の用に供する施設及びたい肥舎、種苗貯蔵施設、農機具収納施設等農

業生産資材の貯蔵又は保管の用に供する施設、農業廃棄物処理施設などが

該当する。 

なお、耕作又は養畜の事業のために必要不可欠な駐車場、トイレ、更衣

室、事務所等については、農業用施設に該当する。 

また、耕作の事業を行う者がその農地をその者の耕作の事業に供する他

の農地の保全又は利用の増進のための農業用施設（ため池、排水路、階段

工、土留工、防風林、防護柵等の災害を防止するために必要な施設及びか

んがい排水施設、農道等の土地の農業上の効用を高めるために必要な施設）

の用に供する場合については，農地転用の許可を要しない。 

⑧ 「農畜産物処理加工施設」には、その地域で生産される農畜産物を原料と

して処理・加工を行う、精米所、果汁（瓶詰、缶詰）製造施設、漬物製造

施設、野菜加工施設、製茶施設、い草加工施設、食 肉処理加工施設などが

該当する。 

⑨ 「農畜産物販売施設」には、その地域で生産される農畜産物の販売を行う

施設で、農家自らが設置する施設のほか農業者の団体等が設置する地域特

産物販売施設などが該当する。 
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エ その他地域の農業の振興に資する施設として、次の(ア)から(エ)の用に

供する場合（第 1 種農地 及び甲種農地以外の周辺の土地に設置すること

によってはその目的を達成することができないと認められるものに限

る。）（施行令第 4 条第 1 項第 2 号イ）、（施行令第 11 条第 1 項第 2 号イ） 

(ア ) 都市住民の農業の体験その他の都市等との地域間交流を図るため

に設置される施設（施行規則第 33 条第 1 号） 

(イ) 農業従事者の就業機会の増大に寄与する施設（施行規則第 33 条第

2 号） 

(ウ ) 農業従事者の良好な生活環境を確保するための施設（施行規則第

33 条第 3 号） 

(エ ) 住宅その他申請に係る土地の周辺の地域において居住する者の日

常生活上又は業務上必要な施設で集落に接続して設置されるもの（施

行規則第 33 条第 4 号） 

⑩ 「第１種農地及び甲種農地以外の周辺の土地に設置することによっては

その目的を達成することができない（代替性がある）と認められる」か否

かの判断については、当該申請に係る事業目的、事業面積、立地場所等を

勘案し、申請地の周辺に当該事業目的を達成することが可能な農地等以外

の土地、第２種農地や第３種農地があるか否か、また、その土地を申請者

が転用許可申請に係る事業目的に使用することが可能か否か等により行う。 

なお、耕作の事業を行う者がその農地をその者の耕作の事業に供する他

の農地の保全又は利用の増進のための農業用施設（ため池、排水路、階段

工、土留工、防風林、防護柵等の災害を防止する ために必要な施設及びか

んがい排水施設、農道等の土地の農業上の効用を高めるために必要な施設）

の用に供する場合については、農地転用の許可を要しない。 

⑪ 「都市住民の農業の体験その他の都市等との地域間交流を図るために設

置される施設」には、都市住民の農村への来訪を促すことにより地域の活

性化につながる市民農園等の農業体験施設、農家レ ストラン、キャンプ場

等のスポーツ・レクリェーション施設、イベント開催施設に加え、都市住

民の農業・農村に対する理解を深める等の効果を発揮する郷土資料館等の

教養文化施設、公民館などが該当する。 
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⑫ 「農業従事者」には、農業従事者の世帯員も含まれるものとする。  

⑬ 「就業機会の増大に寄与する施設」に該当するか否かは、当該施設に新た

に雇用されることとなる者に占める農業従事者の割合がおおむね 3 割以上

であるか否かをもって判断する。 

ただし、人口減少、高齢化の進行等により雇用可能な農業従事者の数が

十分でないことその他の特別の事情がある場合 には、このような事情を踏

まえて都道府県県知事等が設定した基準（以下「特別基準」という。）によ

り判断して差し支えない。 

当該施設には、農業従事者を相当数安定的に雇用することが確実な工場、

加工流通業務施設等の事業所、店舗など該当する。 

当該施設の用に供するために行われる農地転用に係る許可申請の受理に

当たっては、申請書に雇用計画及び申請者と町との協定を添付することを

求めた上で、農業従事者の雇用の確実性の判 断を行うものとする。 

当該雇用協定においては、新たに雇用された農業従事者（当該施設にお

いて新たに雇用されたことを契機に農業に従事しなくなった者を含む。）の

雇用実績を毎年町に報告し、雇用された農業 従事者の割合がおおむね 3 割

未満となった場合（特別基準が設定されている場合は、当該特別基準を満

たしていない場合）に、その割合をおおむね 3 割以上に増やすために講ず

べき措置を併せて定 める。 

⑭ 「農業従事者の良好な生活環境を確保するための施設」には、集会施設、

農村公園、農村広場、上下水道施設などが該当する。 

⑮ （２）エ（エ）のいわゆる「集落接続」の適用にあたっては、この規定が

集落の通常の発展の範囲内で集落を核とした滲み出し的に行われる農地の

転用は認める趣旨であることをふまえ適切に運用する。 

⑯ 「住宅」と「申請に係る土地の周辺の地域において居住する者の日常生活

上又は業務上必要な施設」は文章上並列の関係にあるため、両方を満たす

必要はない。 

⑰ 「周辺の地域において居住する者」とは、申請地からおおむね２キロメー

トルの範囲に居住する者（自然人から発展して法人格を有した場合であっ

て、主たる事務所又は支店等を置く法人を含む）を基本とし、町で社会的
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条件に応じてあらかじめ規定した区域（申請地が存する公民館対象区域又

は小学校区等）も含む地域とする。なお、社会的条件とは都市化の状況、

公民館等の公的施設の設置状況及び集落活動の状況等をいう。 

⑱ 「日常生活上又は業務上必要な施設」には次のものが該当する。  

ア 「周辺の地域に居住する者」が生活又は生業を営む上で必要な施設全般

（倉庫、店舗、事務所、作業場、墓地等）。なお、墓地は転用事業者（法

人を含まない）の血族及び姻族等の墓に限る（地域の実情により、市街

地に設置することが困難又は不適当と判断される場合は、（２）のオの（ウ）

に該当するものとする。）。 

イ 「周辺の地域に居住する者」が利用する、日常生活に必要な物品を販売

する小売店舗、クリーニング取次店、コイン精米所等。 

⑲「集落」とは、原則として相当数の家屋が連担集合している区域及びその

区域に連坦する家屋以外の施設（倉庫、店舗、事務所、作業場等）の区域

をいうが、当該区域における集落の形態をふまえて判断する。 

⑳「集落に接続して」とは、農村の集落は宅地・家屋が密着していないのが

一般的であるため、「集落」からおおむね 50 メートルを置いていても農地

が虫食い的に転用されるものでなく、「接続して」いるとみなすものとする。 

オ 市街地に設置することが困難又は不適当な施設として、次の(ア)から(ウ)

の用に供する場合（施行令第 4 条第 1 項第 2 号ロ）、（施行令第 11 条第 1 項

第 2 号ロ） 

(ア) 病院、療養所その他の医療事業の用に供する施設でその目的を達成す

る上で市街地以外の地域に設置する必要があるもの（施行規則第 34 条第

1 号） 

(イ) 火薬庫又は火薬類の製造施設（施行規則第 34 条第 2 号）  

(ウ) (ア)又は(イ)に類する施設（施行規則第 34 条第 3 号） 

○21 (ウ)の施設には、悪臭、騒音、廃煙等のため市街地の居住性を悪化させる

おそれがあるごみ焼却場、下水又は糞尿等処理場等の施設及び墓地が該当

する。なお、墓地は転用事業者（法人を含まない）の血族及び姻族等の墓

に限る。 
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カ 特別な立地条件を必要とする事業として、次の(ア)から(カ)の用に供する

場合（施行令第 4 条第 1 項第 2 号ハ）、（施行令第 11 条第 1 項第 2 号ハ） 

(ア) 調査研究（施行規則第 35 条第 1 号） 

(イ) 土石その他の資源の採取（施行規則第 35 条第 2 号） 

(ウ) 水産動植物の養殖用施設その他これに類するもの（施行規則第 35 条

第 3 号） 

(エ) 流通業務施設、休憩所、給油所その他これらに類する施設で、次の区

域内に設置される大型車が駐車できる区画を備えるなど大型車が利用で

きることを前提としたもの（施行規則第 35 条第 4 号） 

ａ一般国道又は都道府県道の沿道の区域 

ｂ 高速自動車国道その他の自動車のみの交通の用に供する道路（高架の

道路その他の道路であって自動車の沿道への出入りができない構造の

ものに限る。以下「自動車専用道路」とい う。）の出入口の周囲おお

むね 300 メートル以内の区域 

(オ) 既存の施設の拡張（拡張に係る部分の敷地の面積が既存の施設の敷地

の面積の 2 分の 1 を超えないものに限る。）（施行規則第 35 条第 5 号） 

(カ) 第１種農地の転用事業のため欠くことができない通路、橋、鉄道、軌

道、索道、電線路、水路その他の施設（施行規則第 35 条第 6 号） 

○22 「調査研究」には、温泉及び鉱物等の試掘、文化財等の発掘などが該当す

る。 

○23 「土石の採取」とは、砂利、園芸用土壌、鉱物資源などの採取であり、単

なる土取りは該当しない。 

○24 「水産動植物の養殖施設」は、養殖に必要な水質、水温及び水量等の条件

により代替性がないことを審査する必要があり、単に養殖施設であること

をもって許可されるものではない。 

○25 「流通業務施設」には、トラックターミナル、卸売市場、倉庫、荷さばき

場、道路貨物運送業等の事務所など、流通業務市街地の整備に関する法律

第 5 条第 1 項第 1 号から第 5 号までに掲げる施設が該当する。 

○26 「休憩所」とは、自動車の運転手が休憩のため利用することができる施設

であって、駐車場及びトイレを備え、休憩のための座席等を有する空間を
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当該施設の内部に備えているもの（宿泊施設を除く。）をいう。したがって、

駐車場及びトイレを備えているだけの施設は、「休憩所」に該当しない。 

○27 「その他これらに類する施設」とは、自動車修理工場、食堂等車両の通行

上必要な沿道サービス施設をいう。 

コンビニエンスストアについては、主要な道路の沿道において周辺に自

動車の運転者が休憩のため利用することができる施設が少ない場合には、

大型車が駐車できる区画、自由に利用できるトイレ及び休憩スペース（10

席以上）を備え、店舗面積がおおむね 250 平方メートル未満のものが該当

するものとする。 

○28 「沿道の区域」とは、施設の間口の大部分が道路に接して建設されること

をいい、引込道路のみが当該道路に接しているようなものは該当しない。 

○29 「自動車専用道路の出入口」とは、いわゆる「インターチェンジ」のこと

をいう。 

○30 「既存の施設の拡張」とは、既存の施設の機能の維持・拡充等のための既

存の施設に隣接する土地に施設を整備することをいう。  

キ 隣接する土地と一体として同一事業の目的に供する場合であって、当該事

業の目的を達成する上で申請地を供することが必要であり、かつ、第１種

農地の割合が全体面積の 3 分の 1 を超えないもの（施行令第 4 条第 1 項第

2 号ニ、施行規則第 36 条）、（施行令第 11 条第 1 項第 2 号ニ、施行規則第

54 条） 

○31 「第１種農地の割合」の算定に当たっては、事業用地に甲種農地を含む場

合には、甲種農地と合わせて第１種農地とカウントする。 

なお、第１種農地以外の土地となるのは、山林、原野、宅地等の農地等

以外の地目の土地に加えて、第２種農地、第３種農地に区分される農地等

も対象となる。 

ク 公益性が高いと認められる事業として、次の(ア)から(カ)の用に供する場

合（施行令第 4 条第１項第２号ホ）、（施行令第 11 条第１項第 2 号ホ） 

(ア) 土地収用法その他の法律により土地を収用し、又は使用することがで

きる事業（太陽光を電気に変換する設備に関するものを除く）（施行規則
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第 37 条第 1 号） 

(イ) 森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 25 条第 1 項各号に掲げる目的を

達成するために行われる森林の造成（施行規則第 37 条第 2 号） 

(ウ) 地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第 24 条第 1 項に規定す

る関連事業計画若しくは急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

（昭和 44 年法律第 57 号）第 9 条第 3 項に規定する勧告に基づき行われ

る家屋の移転その他の措置又は同法第 10 条第 1 項若しくは第 2 項に規

定する命令に基づき行われる急傾斜地崩壊防止工事（施行規則第 37 条第

3 号） 

(エ) 非常災害のために必要な応急措置（施行規則第 37 条第 4 号） （地方

公共団体又は災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 2 条第 5 号に

規定する指定公共機関若しくは同条第 6 号に規定する指定地方公共機関

が行う応急対策又は復旧については、許可不要）  

(オ) 土地改良法第 7 条第 4 項に規定する非農用地区域（以下単に「非農用

地区域」という。）と定められた区域内にある土地を当該非農用地区域に

係る土地改良事業計画に定められた用途に供する行為（施行規則第 37 条

第 5 号） 

(カ) 工場立地法（昭和 34 年法律第 24 号）、集落地域整備法（昭和 62 年法

律第 63 号）、優良田園住宅の建設の促進に関する法律（平成 10 年法律第

41 号）ほかの法律に基づく施設の設置等で、農業上の土地利用との調整

が調ったもの（施行規則第 37 条第 6 号～第 13 号） 

ケ 農村地域への産業の導入の促進に関する法律（昭和 46 年法律第 112 号）、

総合保養地域整備法（昭和 62 年法律第 71 号）、多極分散型国土形成促進法

（昭和 63 年法律第 83 号）及び地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設

の再配置の促進に関する法律（平成４年法律第 76 号）及び地域経済牽引事

業の促進による地域の成長発展の基盤の強化に関する法律（平成 19 年法律

第 40 号）の定めるところに従って転用される場合で、一定の要件に該当す

るもの（施行令第 4 条第１項第 2 号ヘ(１)から(５)）、（施行令第 11 条第 2

項（施行令第 4 条第１項第 2 号ヘを引用）） 
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コ 地域の農業振興に関する町の計画（農振法第 8 条第 1 項に規定する市町村

農業振興地域整備計画又は同計画に沿って当該計画に係る区域内の農地の

効率的な利用を図る観点から町が作成する計画）においてその種類、位置

及び規模が定められている施設（農振法施行規則（昭和 44 年農林省令第 45

号）第 4 条の 4 第 1 項第 26 号の 2 に規定する計画にあっては、同号に規定

する農用地等以外の用途に供することを予定する土地の区域内において設

置するものとして 当該計画に定められている施設）を当該計画に従って整

備する場合（施行令第 4 条第 1 項第 2 号ヘ(６)、施行規則第 38 条、施行規

則第 39 条）、（施行令第 11 条第 2 項（施行令第 4 条第 1 項第 2 号ヘを引

用）） 

 

３ 第３種農地  

(１) 定 義 

１の農用地区域内の農地に該当しない農地等であって、次のアからウの

いずれかの要件をみたすことにより、市街地の区域内又は市街地化の傾向

が著しい区域内にある農地等と判断されるもの（法第 4 条第 6 項第 1 号ロ

(1)、法第 5 条第 2 項第 1 号ロ(1)） 

ただし、第１種農地の要件に該当する場合であっても第３種農地の要件

に該当するものは第３種農地として区分される。 

ア 道路、下水道その他の公共施設又は鉄道の駅その他の公益的施設の整備

の状況が次の(ア)又は（イ）の程度に達している区域（施行令第 7 条第

1 号）、（施行令第 14 条（施行令第 7 条第 1 号を引用）） 

(ア) 水管、下水道管又はガス管のうち 2 種類以上が埋設されている道路

（幅員 4 メートル以上の道及び建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）

第 42 条第 2 項の指定を受けた道で現に一般交通の用に供されている

ものをいい、自動車専用道路及び農業用道路を除く。）の沿道の区域で

あって、容易にこれらの施設の便益を享受することができ、かつ、申

請に係る農地等からおおむね 500 メートル以内に 2 以上の教育施設、

医療施設その他の公共施設又は公益的施設が存すること。（施行規則第
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43 条第 1 号） 

(イ) 申請に係る農地等からおおむね 300 メートル以内に次のａからｄ

の施設のいずれかが存在すること。（施行規則第 43 条第 2 号）  

ａ 鉄道の駅、軌道の停車場又は船舶の発着場 

ｂ 高速道路自動車国道等の出入口 

ｃ 都道府県庁、市役所、区役所又は町村役場（これらの支所を含む。） 

ｄ その他ａ、ｂ、ｃに類する施設 

イ 宅地化の状況が次の(ア)から(ウ)の程度に達している区域(施行令第 7

条第 2 号)、（施行令第 14 条（施行令第 7 条第 2 号を引用）) 

(ア ) 住宅の用若しくは事業の用に供する施設又は公共施設若しくは公

益的施設が連たんしていること。（施行規則第 44 条第 1 号）  

(イ) 街区（道路、鉄道若しくは軌道の線路その他の恒久的な施設又は河

川、水路等によって区画された地域）の面積に占める宅地の面積の割

合が 40 パーセントを超えていること。（施行 規則第 44 条第 2 号） 

(ウ) 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 8 条第 1 項第 1 号に規定

する用途地域が定められていること。（施行規則第 44 条第 3 号） 

ウ 土地区画整理法（昭和 29 年法律第 119 号）第 2 条第 1 項に規定する土

地区画整理事業の施行に係る区域（(施行令第 7 条第 3 号)、（施行令第 14

条（施行令第 7 条第 3 号を引用）) 

① 「教育施設」とは次のものとする。 

○ 学校教育法第 1 条に規定する学校（幼稚園、小学校、中学校、高等学

校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校） 

○ 同法第 124 条に規定する専修学校 

○ 同法第 134 条第 1 項に規定する各種学校（教養、料理、裁縫などの

学校） 

② 「医療施設」とは次のものとする。 

○ 医療法第 1 条の 5 第 1 項に規定する病院 

○ 同条第 2 項に規定する診療所 

○ 同法第 2 条第 1 項に規定する助産所 

③ 「その他の公共施設又は公益的施設」とは周辺地域の市街化を誘引するこ
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とが期待できると判断できる施設のみが該当する。したがって消防署、警

察署、郵便局、公民館、自然公園、汚水処理施設及び通常市街地に整備さ

れていない施設（農業用施設等政令第 10 条の第 1 種農地の不許可の例外

に該当する施設）等は該当しない。 

④ （１）ア（イ）ｄにはバスターミナルなどが該当する。 

⑤ 「水路」には、法定外公共物である水路は含まれない。 

 

(２) 許可方針 

原則として許可する。（法第 4 条第 6 項第 1 号ロ(1)）、（法第 5 条第 2 項

第 1 号ロ(1)） 

 

４ 第２種農地 （市街化２種）  

(１) 定 義 

１の農用地区域内の農地に該当しない農地等であって、次のア又はイの

いずれかの要件を満たすことにより、第３種農地に近接する区域その他市

街地化が見込まれる区域内にある農地等と判断されるもの（法第 4 条第 6

項第 1 号ロ(2)）、（法第 5 条第 2 項第 1 号ロ(2)）  

ただし、第１種農地の要件に該当する場合であっても第２種農地（市街

化２種）の要件に該当するものは第２種農地として区分される。  

ア 道路、下水道その他の公共施設又は鉄道の駅その他の公益的施設の整備

の状況が３(１)アの第３種農地になることが見込まれる区域として次の

(ア)又は(イ)の程度のもの（施行令第 8 条第 1 号）、（施行令第 15 条（施

行令第 8 条第 1 号を引用）） 

(ア) 相当数の街区を形成している区域（施行規則第 45 条第 1 号）  

(イ) 次のａからｃの施設の周囲おおむね 500 メートル以内の区域（施行

規則第 45 条第 2 号） 

ａ 鉄道の駅、軌道の停車場又は船舶の発着場 

ｂ 都道府県庁、市役所、区役所又は町村役場（これらの支所を含む。） 

ｃ その他ａ及びｂに類する施設 
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なお、これらの施設から半径 500 メートルの円で囲まれる区域の

宅地の面積の割合が 40 パーセントを超える場合は、この 500 メート

ルの円の区域を、その割合が 40 パーセント（最大１キロメートル）

となるまで延長した区域 

イ 宅地化の状況が３(１)イの第３種農地になることが見込まれる区域と

して、住宅の用若しくは事業の用に供する施設又は公共施設若しくは公

益的施設が連たんしている区域に近接する区域内にあり、その規模がお

おむね 10 ヘクタール未満であるもの（施行令第 8 条第 2 号、施行規則第

46 条）、（施行令第 15 条（施行令第 8 条第 2 号を引用）） 

① 「相当数の街区を形成している区域」とは、道路（農業用道路を除く。）

が網状に配置されていることにより複数の街区が存在している状況をいう。 

② （１）ア（イ）ｃには、バスターミナルなどが該当する。消防署、警察署、

郵便局、公民館は該当しない。 

(２) 許可方針 申請に係る農地等に代えて周辺の他の土地を供することによ

り当該申請に係る事業の目的を達成することができる（代替性がある）と

認められる場合以外は、許可する。（法第 4 条第 6 項第 2 号）、（法第 5 条第

2 項第 2 号） 

ただし、代替性がある場合でも次のア及びイの場合は例外的に許可する

ことができる。（施行令第 4 条第 2 項）、（施行令第 11 条第 2 項） 

ア 土地収用法第 26 条第１項の規定による告示等に係る事業の用に供する

場合 

イ ２(２)の第１種農地の許可方針のウからオ、クからコのいずれかに該当

する場合 

 

５ 第２種農地（その他２種）  

(１) 定 義 

１の農用地区域内の農地に該当しない農業公共投資の対象となっていな

い小集団で生産性の低い農地等であって、甲種農地、第１種農地、第２種

農地（４の市街化２種に限る）及び第３種農地のい ずれの要件にも該当し
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ない農地。（法第 4 条第 6 項第 2 号、法第 5 条第 2 項第 2 号） 

 

(２) 許可方針 

４の市街化２種と同様の基準となる。 

 

６ 甲種農地  

(１) 定 義 

１の農用地区域内の農地に該当しない市街化調整区域にある農地等であ

って、次のア又はイの要件を満たすもの（法第 4 条第 6 項第 1 号ロ、法第

5 条第 2 項第 1 号ロ） 

ただし、甲種農地の要件に該当するものは、第１種農地、第２種農地又

は第３種農地の要件に該当する場合であっても甲種農地として区分され

る。 

ア おおむね 10 ヘクタール以上の規模の一団の農地等の区域内にある農地

等のうち、区画の面積、形状、傾斜及び土性が高性能農業機械による営

農に適するものと認められること。（施行令第 6 条第 1 号、施行規則第 41

条）、（施行令第 13 条第 1 号、施行規則第 55 条） 

イ 特定土地改良事業等（２(１)イ参照）の施行に係る区域内にある農地等

のうち、当該工事が完了した年度の翌年度から起算して８年を経過した

もの以外のもの 

この場合、特定土地改良事業等のうち農地等を開発すること又は農地

等の形質に変更を加えることによって当該農地等を改良し、若しくは保

全することを目的とする事業で次の(ア)及び(イ)に掲げる基準に適合す

るものの施行に係る区域内にあるものに限る。（施行令第 6 条第 2 号）、

（施行令第 13 条第 2 号） 

(ア) 次のａからｄのいずれかに該当する事業（主として農地等の災害防

止を目的とするものを除く。）(施行規則第 42 条第 1 号） 

ａ 区画整理 

ｂ 農地等の造成（昭和 35 年度以前の年度にその工事に着手した開墾
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建設工事を除く。） 

ｃ 埋立て又は干拓 

ｄ 客土、暗きょ排水その他の農地等の改良又は保全のために必要な事

業 

(イ) 次のａ又はｂのいずれかに該当する事業（施行規則第 42 条第 2 号） 

ａ 国又は都道府県が行う事業 

ｂ 国又は都道府県が直接又は間接に経費の全部又は一部を補助する

事業 

① 「高性能農業機械による営農に適するもの」とは、30 アール区画に整備

された田などが考えられる。 

(２) 許可方針 

原則として許可しない。 

ただし、転用行為が次のアからケのいずれかに該当する場合には、許可

することができる。 

ア 土地収用法第 26 条第 1 項の規定による告示等に係る事業の用に供する

場合（法第 4 条第 6 項ただし書）、（法第 5 条第 2 項ただし書） 

イ 仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するために行うものであ

って、当該利用の目的を達成する上で当該農地等を供することが必要で

あると認められる場合（施行令第 4 条第 1 項第 2 号柱書（同項第 1 号イ

を引用））、（施行令第 11 条第 1 項第 2 号柱書（同項第 1 号イを引用）） 

ウ 農業用施設、農畜産物処理加工施設、農畜産物販売施設に供する場合（施

行令第 4 条第 1 項第 2 号イ）、（施行令第 11 条第 1 項第 2 号イ） 

エ その他地域の農業の振興に資する施設として、次の(ア)から(エ)の用に

供する場合（第１種農地及び甲種農地以外の周辺の土地に設置すること

によってはその目的を達成することができないと 認められるものに限

る。）（施行令第 4 条第 1 項第 2 号イ）、（施行令第 11 条第 1 項第 2 号イ） 

(ア ) 都市住民の農業の体験その他の都市等との地域間交流を図るため

に設置される施設（施行規則第 33 条第１号） 

(イ) 農業従事者の就業機会の増大に寄与する施設（施行規則第 33 条第
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２号） 

(ウ ) 農業従事者の良好な生活環境を確保するための施設（施行規則第

33 条第３号） 

(エ ) 住宅その他申請に係る土地の周辺の地域において居住する者の日

常生活上又は業務上必要な施設で集落に接続して設置されるもの。た

だし、敷地面積がおおむね 500 平方メートルを超えないものに限る。

（施行規則第 33 条第 4 号） 

オ 特別な立地条件を必要とする事業として、次の(ア)から(オ)の用に供す

る場合（施行令第 4 条第 1 項第 2 号ハ）、（施行令第 11 条第 1 項第 2 号

ハ） 

(ア) 調査研究（施行規則第 35 条第 1 号） 

(イ) 土石その他の資源の採取（施行規則第 35 条第 2 号） 

(ウ) 水産動植物の養殖用施設その他これに類するもの（施行規則第 35

条第 3 号） 

(エ) 流通業務施設、休憩所、給油所その他これらに類する施設で、次の

区域内に設置されるもの（施行規則第 35 条第 4 号） 

ａ一般国道又は都道府県道の沿道の区域 

ｂ自動車専用道路の出入口の周囲おおむね 300 メートル以内の区域 

(オ) 既存施設の拡張（拡張に係る部分の敷地面積が既存の施設の敷地の

面積の 2 分の 1 を超えないものに限る。）（施行規則第 35 条第 5 号） 

カ 隣接する土地と一体して同一事業の目的に供する場合であって、当該事

業の目的を達成する上で申請地を供することが必要であり、かつ、甲種

農地の割合が全体面積の 5 分の 1 を超えないもの（施行令第 4 条第 1 項

第２号ニ、施行規則第 36 条）、（施行令第 11 条第 1 項第２号ニ、施行規

則第 54 条） 

キ 公益性が高いと認められる事業として、次の(ア)から(エ)の用に供する

場合（施行令第 4 条第 1 項第２号ホ）、（施行令第 11 条第 1 項第 2 号ホ） 

(ア) 森林法第 25 条第１項各号に掲げる目的を達成するために行われる

森林の造成（施行規則第 37 条第 2 号） 
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(イ) 非常災害のために必要な応急措置（施行規則第 37 条第 4 号）  

(ウ ) 非農用地区域と定められた区域内にある土地を当該非農用地区域

に係る土地改良事業計画に定められた用途に供する行為（施行規則第

37 条第 5 号） 

(エ) 集落地域整備法、優良田園住宅の建設の促進に関する法律、農用地

の土壌の汚染防止等に関する法律ほかに基づく施設の設置等で、農業

上の土地利用との調整が調ったもの（施行規則第 37 条第 9 号～第 11

号） 

ク 農村地域への産業の導入の促進に関する法律（昭和 46 年法律第 112 号）、

総合保養地域整備法（昭和 62 年法律第 71 号）、多極分散型国土形成促進

法（昭和 63 年法律第 83 号）、地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設

の再配置の促進に関する法律（平成 4 年法律第 76 号）及び地域経済 牽

引事業の促進による地域の成長発展の基盤の強化に関する法律（平成 19

年法律第 40 号）の定めるところに従って転用される場合で、一定の要件

に該当するもの（施行令第 4 条第１項第 2 号ヘ(１) ～(４)）、（施行令第

11 条第 1 項第 2 号（施行令第 4 条第 1 項第 2 号ヘを引用）） 

ケ 地域の農業振興に関する町の計画（農振法第 8 条第 1 項に規定する市町

村農業振興地域整備計画又は同計画に沿って当該計画に係る区域内の農

地の効率的な利用を図る観点から町が作成する計画）においてその種類、

位置及び規模が定められている施設（農振法施行規則（昭和 44 年農林省

令第 45 号）第 4 条の 4 第 1 項第 26 号の 2 に規定する計画にあっては、

同号に規定する 農用地等以外の用途に供することを予定する土地の区

域内において設置するものとして当該計画 に定められている施設）を当

該計画に従って整備する場合（施行令第 4 条第 1 項第 2 号ヘ(５)、施行

規則第 38 条、施行規則第 39 条）、（施行令第 11 条第 2 項（施行令第 4 条

第 1 項第 2 号ヘを引用）） 

② エ（ア）から（エ）の施設については、「第１種農地及び甲種農地以外の

周辺の土地に設置することによってはその目的を達成することができない

と認められる」か否かの判断については、２⑩のとおり。 

③ その他の施設については、２の第１種農地のとおり。 
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第３ 一般基準 

 

立地基準に該当する場合であっても、次の１から４のいずれかに該当する

ときは、許可することができない。 

 

１ 農地等の転用の確実性 

次の(１)から(８)の事由により、申請に係る農地等のすべてを申請に係

る用途に供することが確実と認められない場合（法第 4 条第 6 項第 3 号）、

（法第 5 条第 2 項第 3 号） 

(１ ) 農地等の転用を行うために必要な資力及び信用があると認められな

いこと。（法第 4 条第 6 項第 3 号）、（法第 5 条第 2 項第 3 号） 

① 「信用」とは、申請適格等及び過去の実績について審査する。 

ア 申請適格等については、申請者が自然人の場合、法律上行為能力を有す

る者であることが必要で、例えば、未成年者の場合には親権者等の同意

を得ていない場合、法人の場合では、申請に係る事業の内容が定款又は

寄附行為等において定められた目的又は業務に適合するものでない場合、

「信用」があるとは認められないものとする。  

イ 過去の実績については、過去に許可を受けた転用事業者が特別な理由も

ないにもかかわらず、計画どおり転用事業を行っていない場合には、「信

用」があるとは認められないものとする。 

 

(２ ) 農地等の転用行為の妨げとなる権利を有する者の同意を得ていない

こと。（法第 4 条第 6 項第 3 号）、（法第 5 条第 2 項第 3 号） 

② 「農地等の転用行為の妨げとなる権利」とは、法第 3 条第 1 項本文に掲げ

る権利のうち使用貸借権以外のものをいう。 

使用貸借権は農地の権利を取得する第三者に対抗できないため該当しな

いが、作付け中であるにもかかわらず収穫前に転用に着手する場合は、使

用貸借の権利を有する者の同意を得る必要がある。 

③ 隣接農地所有者等の同意を一律に徴すべきではない。 
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(３) 許可を受けた後、遅滞なく、申請に係る農地等を申請に係る用途に供

する見込みがないこと。（施行規則第 47 条第 1 号）、（施行規則第 57 条第

1 号） 

④ 「遅滞なく、申請に係る農地等を申請に係る用途に供する」とは、速やか

に工事に着手し必要最小限の期間で申請に係る用途に供されることをいい、

これに要する期間は、原則として許可の日からおおむね 1 年以内で運用す

る。 

ただし、大規模な転用であること等から 1 年を超えることとなる事案に

ついては、事業目的からみて通常必要としている期間であるか、事業の一

体性から事業用地を分割することが著しく困難であるか等により、転用期

間の妥当性を判断する。 

 

(４) 申請に係る事業の施行に関して行政庁の免許、許可、認可等の処分が

必要な場合は、これらの処分がなされなかったこと又は処分がされる見

込みがないこと。許認可等を必要とする関連法令（主なもの）について

は、別表 1 参照 （施行規則第 47 条第 2 号）、（施行規則第 57 条第 2 号） 

⑤ 行政庁の免許、許可、認可等の処分（見込み）については、当該処分がな

されたことを確認し、手続中の場合は必要に応じ担当部局の見解を聴取し

て判断する。ただし、都市計画法第４条第２項 による都市計画区域内にお

ける同法第 29 条第 1 項又は第 43 条第 1 項による許可（開発許可又は建築

許可）については、同法担当部局との事前調整を行った上で、同時許可と

する。 

⑥ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平

成 23 年法律第 108 号）第 9 条による事業計画認定（第 10 条の変更が行わ

れる場合はこれを含む。以下本項において同じ。） を要する事業について

は、認定後に許可することを基本とする。ただし、転用事業者側に起因し

ない事情により認定が遅延している場合は、申請書の写し、遅延理由を記

した書面及び電気事業者の 接続同意がわかる書面の写しにより判断する。

同法において発電事業者変更認定等が必要な場合についても同様に処理す
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る。事業計画認定見込みで許可を行った場合、転用事業者に対し、認定が

下りた後直ちに事業認定書を提出すよう指導する。 

また、平成 29 年 4 月 1 日以降事業計画認定を取得した事業に係る転用

事業の場合、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特

別措置法（平成 23 年法律第 108 号）第 9 条による事 業計画認定をもって

中国電力の接続同意が得られていることが確実であるため、転用許可申請

時の電気事業者の連系契約の写しの添付を免除する。 

 

(５) 申請に係る事業の施行に関して法令（条例を含む。）により義務付け

られている行政庁との協議を現に行っていること。（施行規則第 47 条第

2 号の 2）、（施行規則第 57 条第 2 号の 2） 

 

(６ ) 申請に係る農地等と一体として申請に係る事業の目的に供する土地

を利用できる見込みがないこと。（施行規則第 47 条第 3 号）、（施行規則

第 57 条第 3 号） 

 

(７ ) 申請に係る農地等の面積が申請に係る事業の目的からみて適正と認

められないこと。（施行規則第 47 条第 4 号）、（施行規則第 57 条第 4 号） 

⑦ 主な転用事業について「適正」の判断は次による。 

ア 住宅の敷地面積は家屋、倉庫、駐車場及び庭敷等に必要な面積や配置図

等から判断し、敷地面積が農家住宅で 1000 ㎡、一般住宅で 500 ㎡（建築

面積に 22 分の 100 を乗じた面積が 500 ㎡以下の場合は、その面積）を

超過する場合は、別途その理由を徴して判断する。この場合において、

転用により農地として適正利用困難な残地が生じる恐れがあるときは、

具体的な事情を徴した上で、残地が生じない転用計画を認めるか、個別

に判断する。また、既存の住宅を拡張する場合は、既存の敷地面積に新

たに転用する面積を加えた面積について同様の審査をする。 

イ 資材置場は資材の配置図の提出を求め、資材の種類及び量により個別に

判断する。 

ウ 自家用以外の駐車場は台数決定根拠の提出を求め個別に判断する。 
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エ 太陽光発電（全量自家発電）は、年間推定発電量算定結果の提出を求め、

①一般社団法人太陽光発電協会の推奨する計算式による算定結果となっ

ているか②自家消費電力に対し過大となっていないか判断する。 

 

(８ ) 申請に係る事業が工場、住宅その他の施設の用に供される土地の造成

（その処分を含む。）のみを目的とするものであること。ただし、別表２の

場合などは、例外的に認められる。（施行規則第 47 条第 5 号）、（施行規則

第 57 条第 5 号） 

⑧ 残土処分を目的とした転用は土地の造成を目的とした転用に該当するた

め許可できない。工事期間に限定した一時転用であれば許可可能。なお、

土砂の搬入及び搬出を恒常的に繰り返す場合は「資材置場」として転用申

請を求める。 

⑨ 「貸露天施設」（貸資材置場、貸駐車場等）への転用の確実性の判断は、

造成目的ではないことを次により確認すること。 

ア 転用事業者が、自ら土地の造成など露天施設の整備を行うこと  

イ  露天施設を利用する者の当該施設を利用する必要性及び利用の確実性

（契約書等）について確認することができること 

ウ 露天施設を利用する者が転用事業者とならないことについて、合理的な

理由があること 

 

２ 被害防除措置の妥当性 

農地等の転用により、土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生させるお

それがあると認められる場合、農業用用排水施設の有する機能に支障を及

ぼすおそれがあると認められる場合その他の周辺の農地に係る営農条件に

支障を生ずるおそれがあると認められる場合（法第 4 条第 6 項第 4 号）、

（法第 5 条第 2 項第 4 号） 

① 「土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生させるおそれがあると認めら

れる場合」とは、土砂の流出又は崩壊のおそれがある場合のほか、ガス、

紛じん又は鉱煙の発生、湧水、捨石等により周辺農地 等の営農上への支障

がある場合が該当する。 
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② 「その他の周辺の農地等に係る営農条件に支障を生ずるおそれがあると

認められる場合」には、次のアからウの場合が該当する。 

ア 申請に係る農地等の位置等からみて、集団的に存在する農地等を蚕食し、

又は分断するおそれがあると認められる場合 

イ 周辺の農地等の日照、通風等に支障を及ぼすおそれがあると認められる

場合 

ウ 農道、ため池その他の農地等の保全又は利用上必要な施設の有する機能

に支障を及ぼすおそれがある場合 

③ 農業委員会は、必要と認めた場合、転用許可申請者に対し、「隣接農地所

有者の同意書」及び「申請地の縦横断図」の添付を求め、それらの資料及

び現地調査により被害防除の妥当性を審査する。 

 

３ 農業上の効率的かつ総合的な利用の確保 

地域における農地等の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を

生ずるおそれがあると認められる場合においては、次の（1）又は（2）の

事項に該当する場合（法第 4 条第 6 項第 5 号）（法 第 5 条申請第 2 項第 5

号） 

 

(１）基盤法第 18 条第５項の規定による申出があってから基盤法第 19 条の

規定による公告があるまでの間において、当該申出に係る農地を転用する

ことにより、当該申出に係る農用地利用集積計画に基づく農地の利用の集

積に支障を及ぼすおそれがあると認められる場合（施行規則第 47 条の 3 第

1 号） 

① 申請に係る農地が用途地域に定められている土地の区域（別に農村振興

局長が定めるところにより行われた土地利用との調整が整ったものに限る）

内にある場合は、「農地の利用の集積に支障を及ぼすおそれがあると認めら

れる場合」には該当しない。 

 

(２） 農用地を定めるための農振法第 11 条第 1 項の規定による公告があって
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から農振法第 12 条第 1 項（農振法第 13 条第 4 項において準用する場合を

含む。）の規定による公告があるまでの間において、農振法第 11 条第 1 項

の規定による公告に係る農振法第 8 条第 1 項に規定する市町村農業振興地

域整備計画の案に係る農地（農用地区域として定める区域内にあるものに

限る。）を転用することにより、当該計画に基づく農地の農業上の効率的か

つ総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれがあると認められる場合（施

行規則第 47 条の 3 第 2 号） 

 

４ 一時的な転用 

仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するため農地等の転用をし

ようとする場合においては、次の(１)又は(２)の事項に該当する場合 

(１ ) 一時的な利用に供された後にその土地が耕作の目的に供されること

（農地への復元）が確実と認められないこと。（法第 4 条第 6 項第 6 号）、

（法第 5 条第 2 項第 7 号前段） 

採草放牧地の場合、一時的な利用に供された後にその土地が耕作の目

的又は主として耕作等の事業のための採草若しくは家畜の放牧に供され

ることが確実と認められないこと。（法第 5 条第 2 項第 7 号後段） 

(２) 一時的な利用に供するため、所有権を取得しようとする場合（法第 5

条第 2 項第 6 号） 

① 「仮設工作物の設置その他の一時的な利用」については、第２の１①のと

おり。 

② 「一時的な利用」の期間については、申請に係る目的を達成できる必要最

小限の期間であり、農用地区域内の農地等以外の農地については、5 年以

内の期間に限定するものとする。（農用地区域内の農地等については、3 年

以内（同ただし書きの場合 10 年以内）） 

 

５ 農地を採草放牧地に転用する場合 

農地を採草放牧地として利用するために所有権等の移転・設定を行う場

合には、法第 5 条第 2 項とともに法第 3 条第 2 項で規定する基準に該当し
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ない場合（法第 5 条第 2 項第 8 号） 

 

第４ その他 

１ 法第 4 条第 1 項及び第 5 条第 1 項の許可に係る事務処理基準  

(１）賃借権の設定された農地等の転用に係る事務処理については、申請に係

る農地等の全部又は一部が賃借権の設定された農地等である場合であって、

当該農地等について耕作等を行っている者以外の者が転用する場合の許可

は、その農地等に係る法第 18 条第 1 項の賃貸借の解約等の許可と併せて

処理するものとする。 

(２）公的な計画との調整については、農村地域への産業の導入の促進等に関

する法律第 5 条第 1 項に規定する実施計画に基づく産業用地等の整備など

地域の振興等の観点から地方公共団体等が定める 公的な計画に従って、農

地等を転用して行われる施設整備等については、農業上の土地利用との調

和を図る観点から、当該実施計画の策定の段階で、転用を行う農地等の位

置等について、当該実施 計画の所管部局と十分な調整を行うものとする。 

(３）転用目的が資材置き場のように建築物の建築等を伴わないもの（以下

「資材置き場等」という。）である場合には、当該転用目的どおり十分な利

用がなされないまま他用途に転換されることがないよう、農地転用許可権

者は、事業規模の妥当性、事業実施の確実性等を的確に判断する必要があ

る。 

例えば、過去に資材置き場等に供する目的で農地転用許可を受けたこと

のある事業者から新たな申請があった場合には、過去に実施した転用事業

が当初計画どおりに実施されているか確認する必要がある。 

また、資材置き場等の目的で申請があった土地が電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成 23 年法律第 108 号）

第 9 条第 3 項に基づく認定を受けた再生可能エ ネルギー発電事業計画の

設備の所在地となっている場合であって、農地転用許可の基準上、当該設 

備の設置が許可できない土地である場合にあっては、偽りその他不正の手

段により農地転用許可を 得ようとしている可能性を考慮し、事業者等から

事情を聴取するなど、慎重かつ十分な審査を行う必要がある。 
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また、資材置き場等に供する目的で農地転用許可がされた場合には、そ

の後の一定期間、農業委員会は、当該土地の利用状況を確認することが望

ましい。 
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別表１ 

関 連 法 令 （ 主 な も の ） 

法  律  名  許認可、手続き等の内容 

農 業 振 興 地 域 の 整 備 に 関 す る 法 律 

(昭和 44 年法律第 58 号) 

農業振興地域整備計画における農用

地区域からの除外、農用地区域の用途

区分の変更 

都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号) 都市計画区域内の開発許可、建築許可

など 

宅地造成等規制法(昭和 36 年法律第

191 号) 

規制区域内の宅地造成工事の許可 

森林法(昭和 26 年法律第 249 号) 開発行為の許可、保安林内の立木伐採

の許可など 

墓地、埋葬等に関する法律(昭和 23 年

法律第 48 号) 

墓地の新設・変更等の許可 

道路法(昭和 27 年法律第 180 号) 工事の承認、占用の許可など 

国有財産法(昭和 23 年法律第 73 号) 法定外公共用財産の用途廃止、売払い

など 

普通河川等保全条例(昭和 23 年条例

第 25 号) 

工事を施行する場合の許可 

河川法(昭和 39 年法律第 167 号) 工事等の承認、土地占有の許可など 

砂利採取法(昭和 43 年法律第 74 号) 砂利採取計画の認可 

採石法(昭和 25 年法律第 291 号) 岩石採取計画の認可 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

(昭和 45 年法律第 137 号) 

一般廃棄物処理施設の設置の許可産

業廃棄物処理施設の設置の許可 

砂防法(明治 30 年法律第 29 号) 砂防指定地内での制限行為等の許可

など 

地すべり等防止法(昭和 33 年法律第

30 号) 

地すべり等防止区域内の制限行為の

許可など 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に 急傾斜地崩壊危険区域内の制限行為
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関する法律 (昭和 44 年法律第 57 号) の許可 

自然公園法(昭和 32 年法律第 161 号) 自然公園内の行為の許可、届出 

広島県立自然公園条例(昭和 34 年条

例第 41 号) 

  〃  

自然環境保全法(昭和 47 年法律第 85

号) 

自然環境保全地域内の行為の許可、届

出 

広島県自然環境保全条例(昭和 47 年

条例第 63 号) 

  〃  

水質汚濁防止法(昭和 45 年法律第 138

号) 

特定施設の設置の届出 

瀬戸内海環境保全特別措置法(昭和 48

年法律第 110 号) 

特定施設の設置の許可 

文化財保護法(昭和 25 年法律第 214

号) 

文化財の有無の事前協議、土木工事等

の届出など 

工場立地法(昭和 34 年法律第 24 号) 工場立地の届出 

土地区画整理法(昭和 29 年法律第 119

号) 

土地区画整理事業実施中の場合、仮換

地の状況など 

土地改良法(昭和 24 年法律第 195 号) 土地改良事業実施中の場合、換地計画

の状況など 

ふるさと広島の景観の保全と創造に

関する条例(平成 3 年条例第 4 号) 

指定地域等での土地の区画形質の変

更等の届出 

大規模小売店舗立地法(平成 10 年法

律第 91 号) 

大規模小売店舗の新設等の届出 

環境影響評価法(平成 9 年法律第 81

号) 

環境影響評価の実施 

広島県環境影響評価に関する条例(平

成 10 年条例第 21 号) 

  〃  

広島県土砂の適正処理に関する条例

(平成 16 年条例第 1 号) 

土砂埋立行為の許可（2、000 ㎡以上の

土砂堆積） 
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広島市土砂堆積等規制条例 (平成 16

年広島市条例第 36 号) 

土砂埋立行為の許可（面積が 500 ㎡以

上 2、000 ㎡未満又は体積が 500 ㎥以

上） 

電気事業者による再生可能エネルギ

ーの調達に関する特別措置法(平成 23

年法律第 108 号) 

再生可能エネルギー発電事業計画の

認定、事業計画の変更認定など 

土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53

号） 

土地の形質変更の届出など 
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別表２ 

土地の造成のみを行う事業が例外として認められる場合（主なもの）  

（施行規則第 47 条第 5 号）、（施行規則第 57 条第 5 号） 

イ 

農業構造の改善に資する事業の実施により農業の振興に資する施設

の用に供される土地を造成するため農地等を転用する場合であって、当

該農地等が当該施設の用に供されることが確実と認められるとき。 

ロ 

農業協同組合が農業協同組合法第 10 条第 5 項に規定する事業の実施

により工場、住宅その他の施設の用に供される土地を造成するため農地

等を転用する場合であって、当該農地等がこれらの施設の用に供される

ことが確実と認められるとき。 

ニ 

農振法第８条第１項に規定する市町村農業振興地域整備計画又は同

計画に沿って当該計画に係る区域内の農地等の効率的な利用を図る観

点から市町村が策定する計画に従って工場、住宅その他の施設の用に供

される土地を造成するため農地等を転用する場合 

ホ 

非農用地区域内において当該非農用地区域に係る土地改良事業計画

に定められた用途に供される土地を造成するため農地等を転用する場

合であって、当該農地等が当該用途に供されることが確実と認められる

とき。 

ヘ 

都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に規定する用途地域が定められてい

る土地の区域（農業上の土地利用との調整が整ったものに限る。）内に

おいて工場、住宅その他の施設の用に供される土地 を造成するため農

地等を転用する場合であって、当該農地等がこれらの施設の用に供され

ることが確実と認められるとき。 

ト 

都市計画法第 12 条の 5 第 1 項に規定する地区計画が定められている

区域（農業上の土地利用との調整が整ったものに限る。）内において、

同法第 34 条第 10 号の規定に該当するものとして 同法第 29 条第 1 項

の許可を受けて住宅又はこれに附帯する施設の用に供される土地を造

成するため農地を農地以外のものにする場合であって、当該農地がこれ

らの施設の用に供されることが確実と認められるとき。 
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レ 

地方公共団体（都道府県を除く。）又は独立行政法人都市再生機構そ

の他国(国が出資している法人を含む。)の出資により設立された地域の

開発を目的とする法人が工場、住宅その他の施設の用に供される土地を

造成するため農地等を転用する場合 

ネ 

地方住宅供給公社、日本勤労者住宅協会若しくは土地開発公社又は一

般社団法人若しくは一般財団法人が住宅又はこれに附帯する施設の用

に供される土地を造成するため農地等を転用 する場合であって、当該

農地等がこれらの施設の用に供されることが確実と認められるとき。 

ナ 

土地開発公社が土地収用法第 3 条各号に掲げる施設を設置しようと

する者から委託を受けてこれらの施設の用に供される土地を造成する

ため農地等を転用する場合であって、当該農地等が当該施設の用に供さ

れることが確実と認められるとき。 

 


